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1. シビックテックにおける成果物を巡る議論 

近年，市民がテクノロジーを活用して地域の

課題を解決するシビックテック[1]が欧米を中心
に盛んに行われており，この取り組みによって

海外では実際に市民が主体となった地域づくり

が実現している[2]。また日本でも近年，シビッ
クテックを行う「シビックテックコミュニティ」

と呼ばれる組織が活動しており，ゴミの収集日

や種別を簡単に調べられるアプリなど，地域の

課題を解決する成果物が生み出されている[1]． 
日本のシビックテックの特徴としては，地域

のブランド確立やオープンデータ推進など各地

域の組織が多様な活動をしている[3]．しかし，
それらの全てがうまくいっているわけではなく，

アプリを作ったもののデータが更新されていな

かったり，そもそも活動が止まってしまったり

する組織もあることが指摘されている[3]．それ
ではどのような組織が地域課題を解決する成果

物を作り出すことができているのだろうか． 

Lee ら[4]は，海外でシビックテックによる地域
の課題解決が進んだ理由として，スキルを要す

る技術者とニーズを持つ技術者以外の市民の両

方が活動に参加するようになったことを挙げて

いる．また，国内のシビックテックについては，

多くの組織が開発を担う技術者や運用を担う人

材の参加不足によりプロジェクトを実行できて

いないことが指摘されている[3]．こうした点か
ら，技術者と非技術者の両方が活動に参加して

いることが，シビックテックにおいて地域の課

題を解決する成果物を作るための重要な要素だ

と考えられる．しかし，上記の情報だけでは，

技術者がどの程度参加している方がいいのかと

いった具体的な人数構成については分からない． 
また，大西ら[5]は，国内のシビックテック実

践者の多くが，技術者と非技術者の協働が地域

課題を解決する上で重要であるものの，うまく

できていないという認識を持っていることを指

摘している．よって技術者と非技術者がどのよ

うに協働しているかということも成果物を作る

ための重要な要素であると考えられる． 
	

	
 

 そこで，本研究では日本のシビックテックコ

ミュニティ内の技術者と非技術者の関係性に着

目し，技術者、非技術者の構成や両者の協働の

あり方と地域の課題を解決する成果物との間に

どのような関係があるのかについて調査する． 
2. 研究手法 

上記の目的達成に向けて本研究では，①技術

者と非技術者の関係性についての質問紙調査②

調査で得られた結果の分析，という手順で研究

を行う．①では国内 90 組織のシビックテックコ
ミュニティの代表者，もしくは幹部メンバーに

以下の 3つについて問う質問紙調査を実施する． 
• 技術者と非技術者の比率 
回答者が所属するコミュニティにおける技術

者の比率を 0%-100%の 10%刻みで質問する． 
• 技術者と非技術者の協働に関係する要素 
この要素に関してはこれまで同様の調査を行

なった研究が存在しないため，企業[6]やコミュ
ニティ活動[7]における協働において重要となる
要素をもとに指標を作成する．なお，質問項目

は全て 1（全く当てはまらない）から 5（よく当
てはまる）の 5段階のリッカート尺度を用いる． 
• 地域の課題を解決した成果物の数 
上記の指標としては「開発後半年以上運用し

ている（していた）アプリケーションの数」

（以下，成果物と記載）を用いる．またこの項

目は回答者の認識と事実の相違を防ぐため，Web
での追加調査により情報を修正する． 
②では①で得られた回答のうち(1)技術者と非
技術者の両方が参加している(2)地域の課題解決
に取り組んでいる(3)半年以上活動している，の
条件を満たすコミュニティについて，技術者の

比率が 30%以下の「非技術者多数群」，40%-60%
の「均等群」，70%以上の「技術者多数群」に分
類し，上記の 3 群に対して Kruskal-Wallis 検定と
多重比較を行うことで，群間で成果物の数に差

があるのか調べる．なお，多重比較には Tukeyの
手法を用いる．また上記の調査で差が見られた

場合，成果物が多い群をさらに成果物を多く生

み出している「成果物多数群」と生み出してい

ない「成果物少数群」に分け，U検定を行うこと
で，協働に影響する要素に差が見られるかどう

かを明らかにする．なお，今回の調査では 51 組
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織から回答を回収し，そのうち調査対象に当て

はまった，全体の 40%にあたる 36 組織のデータ
を分析した． 
3. 分析結果 

Kruskal-Wallis 検定に関して，各群の単純集計
結果を表 1 に示す．有意水準 5%で検定をした結
果，成果物の数は 3 群間で有意傾向（p=0.058）
があることがわかった．さらに，多重比較の結

果，非技術者多数群は均等群と比較して成果物

の数に有意傾向(p=0.051)があることが明らかにな
った．また，技術者多数群は他の 2群と比較して
有意傾向が見られなかった． 

表 1   人数比別の成果物数の違い 

 
次に，他の群と比較して成果物が多かった非

技術者多数群を，成果物の数が同群の平均値で

ある 2.14以下（つまり，2以下）の「成果物少数
群」に属する 9 組織と，2.14 以上（つまり，3 以
上）の「成果物多数群」に属する 5組織に分け，
U 検定を行なった．調査の結果，有意水準 5%で
差があったものと，p値が 0.10以下の大きな有意
傾向が見られたものを表 2に示す． 
表 2     成果物数別の協働に影響する要素の違い 

 
表 2を見ると，成果物多数群が少数群に比べて

外部団体との良好な関係，非技術者が成功体験

を得られる支援，個人向けの報酬や報償が高い

傾向にあることがわかる．一方で，メンバー全

体でのコミュニケーション頻度は成果物少数群

に比べて低かった． 
4. 考察 

Kruskal-Wallis 検定の結果，非技術者多数群が
最も多く成果物を作っていることが判明した．

これは我々が想定した「技術者が多い方が成果

物を多く作ることができる」という予測とは異

なるものであった．その理由としては，シビッ

クテックでの成果物の開発にはデザインやデー

タ整理，テスト等をする人材も必要であるため，

そうした非技術者の数が多いことが長期的に運

用する成果物を作る上で有利だと考えられる． 
またU検定の結果から，成果物多数群の特徴が

明らかになった．まず外部団体との関係性から，

成果物多数群は外部と協力して成果物の作成や

運用をしている可能性が示唆された．実際に，

海外のシビックテックが発展している地域では

行政等と連携した活動が行われているという調

査結果もある[2]．また全体でのコミュニケーシ
ョン頻度が低いことから，成果物多数群は役割

分担等によりいくつかのグループに分かれて活

動をしていると考えられる．この可能性を支持

する結果として，成果物多数群は「役割分担を

している」という質問の回答結果の平均値が少

数群と比較して高かった(少数群=2.11, 多数群
=3.00)．また，非技術者が成功体験を得られる支
援が高いことから，成果物多数群は非技術者の

参加を重要視し，そうした参加者が活躍できる

ような環境づくりをしていると考えられる． さ
らに，個人向けの報酬や報償の高さは，活躍し

ている人を応援するような風土が成果物多数群

の組織内にあるということを示していると考え

られる． 
5. 結論 

	 シビックテックコミュニティにおける技術者

と非技術者の人数構成や協働と成果物の関係性

について調査をした結果，非技術者の比率が高

い組織は長期間運用している成果物の数が多い

傾向にあり，その中でも特に成果物が多い組織

は外部との関係性や組織内のコミュニケーショ

ン，非技術者の参加，報酬の 4つの要素について
特徴的な認識を持つ傾向にあることが明らかに

なった．上記の結果から，地域の課題を解決す

る成果物をより多く作るためには，非技術者人

材が活躍できる環境づくりや，解決すべき課題

を持つ外部団体との協力関係の構築，そしてコ

ミュニティ内で活躍する人材を称賛する風土づ

くりといった取り組みが重要であることが示唆

された．  
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